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１．研究目的

アユ資源量の動向を把握するため、高津川に
おける流下仔魚量調査、産卵場調査などを行っ
た。また、神戸川において産卵場造成関連調査
と流下仔魚調査等実施した。

２．研究方法

【高津川】
（１）流下仔魚量調査
調査は高津川の河口から約３．５km上流にあ

る通称「エンコウの瀬」の下流側において、平
成２５年１０月１７日～平成２６年１月８にかけて
計９回行った。仔魚の採集は北太平洋標準プラ
ンクトンネット（GG５４）を使用し、１８時から
２４時まで１時間毎に３～５分間の採集を行い、
仔魚数・ろ水量と国土交通省神田・隅村観測所
の流量データにより流下仔魚数量を求めた。な
お、平成２５年度の高津川流量は国土交通省発
表の暫定値を使用した（過去の流量は確定値を
使用）。
（２）天然魚・放流魚比率調査
高津川本流２ヶ所（柿木左鐙、柿木大野原）、

において刺し網で漁獲されたアユを買取り、外
部形態（上方横列鱗数、下顎側線孔数）による
人工放流魚・天然遡上魚の判別を行った。
（３）天然遡上魚日齢調査
遡上魚及び周辺海域で採捕された稚魚につい

て、耳石日齢査定によりふ化日を推定し、ふ化
前後の河川水温から産卵日を推定した。
（４）産卵場調査
主要なアユ産卵場において、潜水目視により

産卵床の有無、産卵面積などを調査した。
【神戸川】
（１）遡上状況調査
神戸堰下流において４月１８日、１９日、５月

１日に投網による遡上魚の採集を行い、遡上状
況並びにふ化日組成について調査を行った。

（２）産卵場調査・造成指導
高津川と同様に、神戸川漁業協同組合が実施

した産卵場造成に関連した調査を行った。
（３）流下仔魚状況調査
神戸堰の魚道において仔魚ネットにより仔魚

を採集して卵黄の状態を調査し、ふ化後の日数
を推定した。
調査は１１月１２日の１８時から１９時にかけて

行った。
卵黄の状態を示す卵黄指数とふ化後の日数の

推定は塚本１）、東他２）によった（図１）。対照と
して同じ日に馬木地区（産卵場から約３００m下
流）で神戸堰より上流において同様の調査を
行った。

図１卵黄指数とふ化後日数

３．研究結果

【高津川】
（１）流下仔魚量調査
平成２５年の高津川の流下仔魚量は１０月下旬

にピークとなり、１１月中は低水準で推移した。
このため総流下仔魚量は５億９千万尾と推定さ
れ、平成１９年に次いで２番目に低い値となっ
た（図２）。
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図２高津川におけるアユ流下仔魚量の推移

（２）天然魚・放流魚比率調査
買取りは９月２７日～１０月２日にかけて行い、

天然魚が占める割合は、柿木左鐙が８５％、柿
木大野原が７３％であった。
（３）天然遡上魚日齢調査
平成２５年３～４月に益田川、高津川に溯上し

てきたアユの産卵日は、１０月中旬～１１月上旬
と推定され、特に１０月下旬～１１月上旬に産卵
された個体が主体と推定された。４月に海域
（大浜港、河口）で採捕された個体については
１１月上旬～下旬に産卵され、１１月上旬に産卵
された個体が主体であった。
（４）産卵場調査
今年度は産卵場の造成は行われず、産着卵が

確認された面積は虫追の瀬で２，２００m２、長田の
瀬で４，２００m２、猿猴の瀬で３，１００m２であった。
【神戸川】
（１）遡上状況調査
遡上魚は４月１８日に６尾、１９日に３７尾、５月

１日に２６尾が採集され、１投当り尾数（CPUE）
は４月１８日が０．６尾、１９日が１．６尾、５月１日
が３．３尾、全長７０mmが主体であった。ふ化
日は概ね１１月中旬以降と推定された。
（２）産卵場造成指導および効果調査
平成２５年１０月１２日に馬木吊橋下で小型重

機による造成が行われた（造成面積７４０m２）。
１１月１１日に実施した効果調査では、造成範囲
を中心に１，４１０m２で卵が確認された。卵埋没
深は平均６．５cmであった。
（３）流下仔魚状況調査
１トン当たりの流下仔魚尾数は上流の馬木で

は２４．１～４６．２尾、神戸堰魚道で１．３～１．９尾で
あった。
産卵場直下である馬木吊橋下では卵黄指数が

２以上の個体が約７０％を占めた。一方で卵黄
指数が１以下の個体も２０～３０％程度見られた。
馬木吊橋下より上流でも産卵場が形成されたた
めと考えられた。一方、神戸堰魚道では、卵黄
指数２以上の個体割合は４０～５０％に減少した。
（図３）。

図３神戸川におけるアユ流下仔魚の状態

４．研究成果

● 高津川の調査結果は高津川漁業協同組合に
報告し、資源回復のための取り組みの参考
とされた。

● また、神戸川の調査結果についても神戸川
漁業協同組合に報告し、資源回復のための
取り組みの参考にされた。
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